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曰尾ララ久訳｜「 貢仕内閣雨U，議会の年次招集；
ハンガリー産業革命の政治的条件
た。その後1865年の普填戦争でオーストリアが敗
れ，帝国の存続そのものの危機に直面した時，皇
帝フランツ・ヨーゼフ（FranzJosefl,1830～1916）
はついにハンガリー人の協力を求める決意をし
た(注6)。デアーク（DeAkFerenc,1803～76)の指導
するハンガリー議会もオーストリアとの協定の早
期妥結に踏みきり，こうして1867年２月，ハンガ
リー政府が成立し，議会は５月に協定を批准し
た｡それによって６月にはフランツ・ヨーゼフはハ
ンガリー王フェレンツ・ヨージェフ(FerencJ6zsef）
として戴冠した。かくてオーストリア・ハンガリ
ー＝重国家が成立したのである。この時民族的権
利を非妥協的に主張する声も根強かったが，ハン
ガリー人自身領内の異民族(後述)の台頭を恐れ，
ドイツ人と手を組むことを得策としたのであっ
た。
２「妥協」の内容
1867年法律第12号,いわゆる「妥協の法令」は，
前述の「国本勅令」の諸原則に基づいて両国の関
係を定め，ハンガリー固有の法の継承を認めるも
のであった。すなわち，
「第２条この祝うべき基本協定は，ハプス
ブルク家子女の王位世襲権を認めるとともに，
次のことを宣言する。すなわち，承認された世
襲制度による共通の統治者のもとにあるこれら
諸国家・地域は，分割されがたく統合せられた
領士である。この明言された原則ゆえに，共通
の安全を守り維持するために協力すべきこと
は，国本勅令に直接由来する共通にして相互の
義務である。
第３条しかし，国本勅令はここに認めた義
務に対して，次の条件を明言していろ。すなわ
ち，ハンガリーの立憲制度，国内統治の独立は
侵さるべからず，と｡」（注7）
選挙によって構成される下院の設置，課税の平等
化，農奴解放，司法の一元化,10分の１税の廃止，
言論の自由，信教の自由等である(注3)。
責任内閣制とは，王または総督が法律または命
令をブダの内閣の承認を得て執行しうるというこ
とを指す(ただし総理大臣は王または総督が指名す
る)。為政に必要な予算は毎年必ず議会の承認を
要し,その下院の議員は満20歳以上の男子で,一定
の財産をもつか税金を納め，または専門職に従事
する者によって選挙される。この選挙法により人
口の約10％が有権者となった。また課税の平等化
や司法の一元化は，騎士階級(nemess6g)の特権を
廃止し，農奴解放は，分与地耕作人や召使いとし
て従属関係にあった者に無償で土地を与え，旧領
主には国家が補償することを意味した。その趣旨
は革命が挫折した後も1853年の勅令に受継がれ，
その結果旧農奴（当時の人口の４分の３をしめた)の
５分の４が士地を得，彼らの問で国士の40％前後
が分配された(注4)。
しかし，1848年のこうした急進的諸法は，独立
戦争の敗北後ハンガリーがオーストリアの軍政下
におかれたことによって停止され，君主の絶対的
権限が宣された。そして後述するようにきわめて
中央集権的な行政体系が導入され，地方的・民
族的諸権利は無視された（たとえば行政と中・高等
教育の用語はドイツ語とされた)。しかしその後1859
年の澳仏戦争に敗れ，帝国の財政的・政治的脆弱
が暴露されると，オーストリアは一定の譲歩によ
ってハンガリー人の1懐柔を目指し，1860年に「十
月勅令」（Okt6beriDiploma)を発布した。この勅令
によって48年以前の諸制度一議会，大臣会議，
高等裁判所，地方自治等一の復活が認められた
(注5)。しかし，ハンガリー議会はなおきわめて限
られた権限しか得られず，検閲や統制も厳しかつ
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税と交通・通信等である。共通財政に関しては，
この共通関税の収入からオーストリア側が70％，
ハンガリー側が30％を負担することとなった。共
通外務省・軍事省の人員もこの比率にしたがって
構成されるはずであったが，省をウィーンにおき
ドイツ語を公用語としたため，実際のハンガリー
人比率はより低い水準に抑えられる結果となった
(注'2)。にもかかわらず，少なくとも外交に関して
は，その後1918年までの外務大臣10名中３名をハ
ンガリー側が出し,相当の影響力をもつに至った。
なお，その他の共通事項については10年ごとに協
定を更新したが，オーストリアはハンガリーの財
政負担を増やそうとし，ハンガリーはそれと引替
えに共通軍のドイツ人支配を修正しようとしてし
ばしば両国間の紛争をひきおこした。結局，ハン
ガリーの負担は1907年までに364％に高められた
が，これらの事項にかかわる実質的発言権は，ハ
ナーク(HanAkP6ter)によれば，「妥協」後最初の
２０年間はオーストリア側の，次の20年間はハンガ
リー側のそれがより強かったとされている(注'3)。
３．オーストリアとの経済的関係
こうしたハンガリー側の実質的発言力の強化
は，財政負担増にみられるように，ハンガリーの
ここに示された共通の安全を守る手段として，
外交と防衛（とそれらにかかわる財政）について両
国は共通の省をもち，共通の政府(K6z6sminiszt6‐
rium-共通３大臣で構成，外務大臣が主宰）がそれ
らを指導することとなった。この共通政府は君主
と両国議会の代表団一毎年交互にウィーンとブ
ダに集うとされた－に責任を負うものであっ
た。さらにこの議会代表団の構成は，上院より２０
名，下院より40名(計60名×２）と定められた(注8)。
この時確立されたハンガリーの国家制度の中
に，1848年の革命的諸法も重大な修正を伴いつつ
復活された。その中でも1867年法律第10号は，１８
４８年法律第４号が君主に禁じた，議会が予算と決
算につき決議する前にもそれを解散・延期.また
は閉鎖しうる権限を，再び君主に与えてしまって
いる。同時に君主は，総理大臣の指名・罷免権を
再確認され，また法案を議会提出前に拒否するこ
とも可能となった。したがって，議会も内閣も君
主の意に反する決定を行なうことはできず，特に
王権と両国関係にかかわる問題ではフランツ・ヨ
ーゼフは一切の譲歩を肯んじなかった(注9)。しか
し，議会の承認なくしては予算を執行しえない以
上，君主も内閣も議会を無視し続けることはでき
ない。すなわち議会が受入れない内閣は必然的に
長続きできず，現実にはほとんどの場合内閣は
議会の多数党によって柵成される結果となった
(注'0)。とはいえ，そもそも議会の社会的基盤は後
述するようにきわめて狭く，結局ハンガリーとオ
ーストリアの「妥協」とは，すなわち両国の支配
層問の妥協であったといえる。
外交と軍事の他にも，1867年法律第16号によっ
て「国本勅令」に定めのない諸事項を，両国共通
とすることが認められた(注'１)。関税，貿易政策，
株式・通貨，度量衡，両国の利益にかかわる間接
’ 経済力が強まったことに依拠するものであったが，比較的工業化の進んでいたオーストリア（現在のオーストリアとチェコスロバキアのチェコ，ポーランド南部，ユーゴスラビアの北西都）と共通関税地域とされたことは，ハンガリーにとって果たして不利ではなかったのかという疑問も生じる。この点
については前述の矢田論文(注'4)が詳しいので，こ
こでは筆者なりに要点を述べるにとどめたい。
ハンガリーは，すでに1850年以降オーストリア
と共通関税地域を形成していた。それは必然的に
ハンガリー経済の発展に大きな影響を与えた。す
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倍，約40倍（名目）へと急増した(注18)。
このように，二重国家内でのオーストリアとの
経済的関係は，ハンガリーにとって資本や技術の
導入，また大市場の確保(iIil9)という点で有利であ
ったが，ハンガリー独自の保護関税を設定できな
い(注20)以上分業化傾向はさけられず，食品加工以
外の工業部門，とりわけ機械。繊維部門の発達は
抑制された（後述)。また農業のいわゆるプロシア
型発展が促された(注21)ことは，封建的大土地所有
層の勢力を温存する結果となり，このことがハン
ガリーの政治的・社会的近代化を遅らせる一因と
なった。もっともこの点は，国民のおよそ半分が
少数民族（1910年に人口の48％がハンガリー人で，こ
れに対しルーマニア人14,ドイツ人10,スロバキア人・
クロアチア人各９，セルビア人５，ルテニア人２％等で
あった）（江22)であり，彼らの台頭を抑えなければ
「ハンガリー国家」が維持できないと考えられた
ことにも原因の一つが求められよう。そして，国
内に多くのスラブ系譜民族やルーマニア人を抱え
ていたことは，ロシアや，トルコから独立しつつ
あったセルピアやルーマニア等との関係の問題
でもあった。事実，二重国家のドイツ人・ハンガ
リー人の支配厨は，その地位を維持するためには
これら諸国との戦争をも辞さなかったのである。
こうして第一次世界大戦が勃発し，その敗戦によ
って少数民族地域を失ったハンガリーにとって
は，ルーマニア，チェコスロバキア，ユーゴスラ
ビアからの失地回復が両大戦間の国民的要求とな
っていった。
なわち，1850年代以来オーストリアへのトウモロ
コシ輸出によって商業資本の蓄積が行なわれ，そ
れが食品加工業(主に製粉）に投下される一方，オ
ーストリア資本の進出によって炭鉱業，製鉄業が
発達した(注'5)。同時に，流入オーストリア資本の
最大部分が鉄道建設に投下され，1867年までにハ
ンガリー領内の鉄道総延長は2000キロを上まわっ
た。しかし，「妥協」以前には，両国関係が不安
定なためオーストリア資本の進出はきわめて慎重
であったし，一方ハンガリー領内の金融資本の発
達はオーストリアによって妨げられていたのであ
る。
1867年にハンガリー政府が成立したのちは，政
府自身が外資導入に積極的役割を果たすようにな
った。1912年までに国債は総額およそ60億コロナ
に達したが，そのうち54.6％が外債で，その23.2
％がオーストリアで調達された（地方債についても
547％が外債,その266％をオーストリアが消化)(注16)。
これが政府の対経済投資を可能にしたことは明ら
かであるが，同時に政府を通さぬ外資導入も「妥
協」後活発化した。不動産(主に土地）に対する抵
当債券により農業に巨額の投資がなされた。鉄道
債の70％が外資（その37％がオーストリアから)で，
金融機関の株式では55～56％（同45～46％)，そし
て工業企業は1900年頃の段階で60％が直接・間接
に外資の統制下にあった（その後国内資本の蓄積が
進み，外資の比重は低下するが)。すなわち，ハンガ
リー経済における投資のうち，1867～73年では６０
％，1873～90年では45％,1890～1913年では25％，
全期間通算で40％がオーストリアを中心とする外
資であった(注'7)。このこととの関連でとりわけ重
要なのは，金融機関の急速な発達である。1866年
から1913年までに国内の金融機関数は69倍，それ
らの資本および準備金と預金額はそれぞれ約180
（注１）それまでハンガリーの歴史的領土'よ，西部
をオーストリア，中央部をトルコに占領され，東部の
みがトランシルベニア自治公国をなしていた。
（注２）ハンガリー議会は13世紀に起源をもち，騎
士階級の代表機関としてハプスプルク家の支配下でも
存続していた。
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(注21）ＴＧＴＭｐｐ６９－７Ｌ
(注22）Ｍ７，ｐ､182；ＭＴＩＶ,ｐ､６１９．
（注３）以下，KovAcsKed.，ＳｚｅｍｅＭ，､ﾉ戒α
"↓αgｺﾉαＭＪＪα"'-6ｓノ･蚊ぴγz6"８t/bγ城s[zj6dZ,Ｚｒルヴter
(Z848-Z944).(ハンガリー国家･法制史史料技粋,第２巻
以後Sze"zeZu6,Ｍｂ)，Budapest，Tank6nyvkiad6，
1965,ｐｐ３－２Ｌ 
（注４）ＭＴＩＶ,ｐ､４４
（注５）Szel"eZU61zy飯,ｐ９６．
（圧６）以下，ＭＴ,pP69-72；ＭＴⅣ,ｐｐ､126-
128． 
（注７）Sze"LeM"yeh,ｐ､130．
（注８）以下，MAJT,ｐｐ､411-422．
（注９）HanAk,Ｐ.，“HungaryintheAustro-
HungarianMonarchy-PreponderancyorDepend-
ency,，,inAzJst7iα〃HZS’０秒Yea76ooA，ＶｏＬＩＩＩ
(1967),pp291-294． 
（注10）Macartney,Ｃ､Ａ,ＴｈｅＨｂｚ６功"79｢Ｅ７”Z7-e
Z790-Z9Z8，London，Weidenfeld＆Nicolson，1968, 
ｐ567．ここには，「フランツ・ヨーゼフにとって…
…誠会の意志を無視して統治することは，ハンガリー
ではオーストラリアでよりいっそう困難であった」と
述べられている。
（注11）以下，ＭＴＩＶ,ｐ130．
（注12）以下，HanAk,⑫Cit.，ｐｐ､294-298
（注13）Ibi`.,ｐ292．
（注14）矢田「オーストリア＝ハンガリー……(2)」
(『北大法学』第25巻第４号)。
（注15）以下，ＴＣＴＭｐｐ３４－３５．
（注16）以下，mZcZ，pp35-37．
（注17）オーストリア資本の他には，ドイツ，フラ
ンスなどの外資が導入された。南塚信吾「第１次世界
大戦前の東欧をめぐる資本輸出入関係，(1)」（『国際関
係学研究』No.１，１９７５年３月）７８ページ。
（注18）KatusL.,``EconomicGrowthinHungary
duringtｈｅＡｇｅｏｆＤｕａｌｉｓｍ(1867-1913),',ｉｎＳｍｃＺｊａ 
Ｈｆｓｔｏﾉｰica62，Budapest，１９７０，１)．119． 
（注19）二重国家の人口は1880年に3779万，1910年
に4946万（うちハンガリーは1564万，2089万)。ＭＴ
Ⅱ統治制度の改革
１．議会
「妥協」は，前述のように1865年に招集された
議会が批准したものである。この議会はこれ以後
しばらくの間機能したが，それは1848年法律第５
号に基づく下院と上院からなっていた。さらに18
74年の新選拳法(第33号)に至って，下院の選出法
が大幅に変化した(注')。すなわち，財産にかえて
納税額によって有権者を制限し，その対人口比率
を10％弱から６％へとかなり減らし，しかも公開
投票とした。この選挙法は，制定当時世界でも先
進的であった1848年法を大きく後退させるもので
あったから，その施行当初から野党をはじめ国民
の不満が強く，幾度か改正が試みられたが，３０年
以上経過した1913年にようやく新選拳法が成立し
た（第14号)。しかしこの新選拳法によっても，６
年以上の学歴を有する30歳以上の者(高卒以上は２４
歳から）という資格制限のため有権者人口の拡大
はわずかなものであり，秘密投票もただ自治都市
にのみ認められた（しかも第一次大戦勃発によって，
この選挙法による投票は結局行なわれなかったのであ
る)。下院の議席数は，選挙区制度が少数民族に対
して不利な方向へと何度か改訂されたのち４５３と
なり（うち40はクロアチア議会が選出一後述),.また
鍍会の任期は1886年までは３年，それ以後は５年
とされた。
上院は，中世以来の伝統により騎士・司教・県
知事等から成っていたが，1885年にその組織の
改編が行なわれた(注2)。その結果騎士のうち納税
額の低い者，県知事と名目的司教の議席を奪い，
カトリック，ギリシア正教会に加えて新教諸派の
1Ｖ，pp619-620． 
（注20）オーストリア・ハンガリーの共通関税は，
その外部に対してはもちろん保護的役割を果たした。
当初は比較的低率であったが，1907年来輸入禁止的
な高率（農産物では30～40％）に達した。ＭＴＩＶ，
p、３３９．
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の国有化とともに各県警察を内務省直轄の憲兵隊
に改組し(注8)，ついで1886年に市町村の警察人事
を県知事に委ねた。さらに1903年には，少数民族
運動の抑圧を－つの目的として国境警備隊を組織
した。そしてこれら警察力の背後には，ハンガリ
ー自衛隊（1880年に定員１万2500とされた)が控えて
いたのである。
こうしたむきだしの暴力装置の強化と並行し
て，経済や教育の掌握も推進された(注9)。まず18
76年，各県に文部監督部が設けられ，義務教育の
実施にあたった。また税の徴集は各自治体の税務
所にまかせられたが，1883年にはその権限を大幅
に制限し，1889年以後各地に財務管理部が設けら
れ出納を監督した。さらに1902年には県の会計監
査局を，ついで1912年には経済監督局も国家機関
化している。
司法制度に関しては，1869年法律第４号に基づ
いて裁判所が国家機関とされた(注1o)。これによっ
て政府は判事の新規任命権をもち，地方裁判所を
整備していった。しかし裁判所に政令審査権を与
え，判事の地位を保証したこと，さらに1897年に
は陪審制度を導入した（1900年より実施）ことは，
依法的支配，民主主義への一定の前進であった。
また行政機構内部の法的紛争処理のために，１８９６
年に行政裁判所が設けられた。これは普通行政部
と財務部にわかれ，その長官は最高裁長官と同列
に扱われた。さらに1907年には，地方自治体に政
府の越権行為を提訴する権利が法的に保証された
(実際には自治の擁護にあまり役立たなかったが)。
３地方自治体
地方自治体では，「妥協」後直ちに県と自治都
市の自治委員会と市評議会（ともに1848年に，それ
までの代議集会にかわる機関として設立された）が編
成された（自治体の構成は，1886年の政令で63県，２４
指導者(注3)，枢密院の正副議長，ブダペシト高裁
の議長に議席が与えられた（1896年から行政裁判所
正副議長にも)。さらに，功績に対する報酬として
終身議員を50名まで指名する権限が君主に与えら
れた。こうして上院議員の数は760から約200（最
大210）にまで削減された。上院は，法的には下院
と対等の権限をもつとされたが，政治的実権は
「民意」を直接に代表する下院にあり(注4)，この
改革自体そのことを示していた。
２．国家行政機構
内閣は，首相の他に内務，財務，宗教・教育，
法務，防衛（オーストリアとの共通軍の他に，ハンガ
リー自衛隊があった)，公社・運輸，農・工･商務の
各省大臣と王側近大臣の計９名で出発したが，翌
年のクロアチアとの妥協(注5)によりクロアチア大
臣が加わり，さらに1889年には農・工・商務省が
農業と商(工)業の２省にわかれた(注6)。内閣は議
会に責任を負い，また1876年に設けられた議会会
計監査院（長は議会が推薦する３人の候補の中から君
主が指名)がその施策を監督した（決算を報告)。こ
の内閣は，後述するように1905～10年を除いて支
配層の政治的代表者たる「自由党」（のち「国民労
働党｣）によって構成され，その社会的基盤が狭か
った。また，１３～１５世紀にかけて確立された県
(vArmegyek)自治の伝統は，オーストリアの直接的
統治下での地域的再編成，画一的行政体系の導入
により打撃を受けていたが(注7)，「妥協」前後に
は封建的分権制復活への圧力としてはたらいた。
そこで政府は，各地・各層の国民を有効に支配す
るため，新たな中央集権化をめざさねばならなか
った。
まず統治のもっとも直接的手段たる暴力装置の
掌握・整備の過程をみると，それまで各自治体が
保持していた警察力は，1881年のブダペシト警察
ﾖエ
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ち，町は町長,村および部落は判事をいただいた。
さらにいくつかの共同体がまとまって郡(jArAs）を
なし，県の自治委員会が選出して派遣する郡長｜
(f6szolgabir6)の監督･指揮下におかれた。これら｜
の郡のレベルでは域内の軍事の采配，軽犯罪の処
理，小作争議の調停等が行なわれ，その下の共同
体の仕事としては道路・学校の管理，農地・森林
の保全，貧窮者の保護が行なわれた。町の場合は
これらに加え，市場.′]､売・建築・保健の監督，
ﾉI､規模小作争議の調停等が行なわれた。なお，簡
都ブダペシトはいくつかの地区にわけられ，地区
委員会がおかれたが，これは単なる意見表明の場
でしかなかった。
官僚機構は，後述するように没落した旧騎士を
吸収して急速に膨脹していくが，その過程で官吏
の資格が問題となった。また行政事務・法的救済
に関する手続きが自治体ごとにまちまちであった
ことが，行政能率向上にとっての障害とされた。
こうして前者については高級官吏たるための資格
の規定（1888年)，町村の書記の訓練制度（1900年）
が設けられ，後者については1901年法律第20号に
基づく諸政令で，県郡町村の行政猫よび警察・郵
便・行政委員会の手続きが統一された(注'5)。住民
の生死・婚姻の登録も，1895年以来一律に役所で
(教会でなく）行なわれるようになった。こうした
改革はたしかに能率を向上させたが，同時に中央
集権化をいっそう推進させるという結果をもたら
した。
４．支配層の構成
以上みてきたように，国家機構が依法的統治の
確立にむけて大きく前進する一方で，立法への民
衆の参加はきわめて制限されており，したがって
行政は支配層の利益を強く推進するはずであっ
た。しかしその支配層は必ずしも一枚岩の団結を
自治都市，ブダペシトとフィウメーFiume,現在のリ
エカーの２特別地区に整理された)。この自治委員
会･市評議会は,1870年以来メンバーの半分が高額
納税者で,残る半分だけが選挙されたものであり，
地方自治の中身も国政の場合と同様に非民主的な
ものであったといえよう（選挙権は，議会の場合よ
りいっそう制限されていた)(注'')。この自治委員会・
市評議会が副知事・市長をはじめ主要官吏を選出
するよう定められたが，同時に県・自治都市には
政府から知事が派遣され，行政の監督にあたっ
た。彼らの権限，国と自治体の関係を規定した18
70年と1886年の法律によれば，知事はもっとも重
要な自治機関（自治委員会，行政委員会,人事委員会，
監査会等)を主宰し，場合によっては決議の執行を
保留させる（その場合は，中央の関係省の承認を得て
はじめて執行できる）こともできた(注'2)。また知事
には，毎年少なくとも一回監査会を開いて官吏の
仕事ぶりをチェックし，規則違反を摘発し，人事
を左右する権限が与えられた。また1876年に設け
られた行政委員会は，中央・地方行政のパイプと
なるべく，政府機関代表と自治体代表とで構成さ
れた(注'3)。政府機関代表とは知事（委員長)，文部
監督部長，検察部長と後に加わる財務管理部長等
であり，自治体代表は副知事，諜記長，法律顧問
官等および自治委員会の選出する者であった。こ
の行政委員会は，最初は法律の執行や義務教育の
実施を監督したが,やがて前述のように財政管理，
工業育成等を中央が指導するための機関として重
きをなしていった。
県の下位行政機柵は，1871年および1886年の法
令によって整備された(注'4)。県は多くの共同体
(k6zs6g)－町(rendezetttAnAcsflvAros）・村(nagy‐
k6zs6g）・部落(kisk6zs6g)の３種類一からなって
いた。そしてこれらはそれぞれ代表者会議をも
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ｶﾛするが，その約半分がジェントリであった。農
奴や土地を失った彼らは，ハンガリー国家の名に
おいて民衆の支配者として振舞うことができたの
である。
しかし，こうしたハンガリーのジェントリは，
ブルジョアに転化しえなかった。農奴解放の遅れ
によって農民は貧しく，ハンガリーのブルジョア
ジーは，一部はドイツ人を中心とする家父長的・
ギルド的伝統を守る都市の手工業者から出現した
ものの，主として移民ユダヤ商人によって形成さ
れることになった(注19)。彼らは1860年代の製粉業
ブームに乗って工業資本家への成長を遂げたので
ある。また，産業革命が軌道に乗るやオーストリ
アやドイツ，スイスの資本家がハンガリーに進出
して定着した部分もある。大企業所有者，株式会
社の経営者，大商人，不動産所有者等の大ブルジ
ョアはおよそ800～1000人を数えるにいたった。
そのうち５０～100家族が金融ブルジョアジーを形
成し，ハンガリーの主要企業を支配してその富力
は大地主貴族のそれをもしのぐほどになっていっ
た。しかし外国人出身の新興ブルジョアであった
彼らは，自ら政治の表舞台で活躍することはな
く，与党の資金源となって二重国家の維持と工業
育成政策の擁護に努めた。このように，ハンガリ
ーのブルジョアジーは体制維持，伝統的支配層へ
の同化に熱心だったのであり，体制変革のにない
手になることはありえなかった。それでは中間層
はどうであったろうか。
産業革命の遅れによって，ハンガリーでは中間
層の形成も西欧より遅れ，しかもこの薄い社会層
一中．下級官吏，自由業者，私企業の事務員，
中・小ブルジョア，そして自営農民の一部もここ
に含まれる－においてはジェントリの影響が
強く，反動的・排外的雰囲気が支配的であった
誇るものではなく，一方に伝統的な大土地所有者
層があり，他方でブルジョアジーの台頭がみられ
た。１日騎士階級とユダヤ系ブルジョアジーについ
ては矢田論文が詳しく，ここでは筆者なりに支配
層全体の見取図を記しておきたい。
旧来の支配層である騎士階級は，本来は同一の
権利をもつ非常に多くの構成員からなり(注'6)，現
実には爵位をもつ封建的大領主(mAgndisok)と中小
領地をもつにすぎないその他の騎士とにわかれて
いた。1848年革命後,前者は貴族(arisztokratdlk)と
して残されたが，後者は特権を廃された(騎士の呼
称も７０～80年代には英語風＝近代的なジェントリー
dzsentri-に置き換えられた)。貴族は独立戦争敗
北後ハプスブルク家の専制に協力することでその
権威をおとす者が多かったが，それでも大土地所
有者としての実力を有し（世紀末にも，全国の所有
地の６分の１は600家族ほどの貴族に属した)，それに
よって上院議員の4分の3および指導的政治家の多
数を出して強い政治力を保持していた(注'7)。１日騎
士のうちおよそ900家族は，1000～2000ホルド(約
570～1140ヘクターノレ)の土地を維持し「千ホルド持
ち」（ezerholdasok)と呼ばれて，貴族とともに大士
地所有者層の根幹をなした。200～1000ホルド(約
110～570ヘクタール）の中規模地主約7000家族の大
部分も１日騎士であり，彼らは千ホルド持ち達とと
もに下院や各省，自治体の実権を握っていた。
とはいえ，旧騎士の多くはもともと貧しかったう
えに，免税特権の廃止によって困窮し，それゆえ
公職や専門職につくことで紳士(｡『)の体面を保と
うとした(注'8)。「妥協」後，官僚機構を占めてい
た非ハンガリー人が除かれるや，こうしたジェン
トリがその席をうめたのである（後には彼らに職を
与えるためにも官職が拡大された)。高卒以上の官吏
は，「妥協」時の11.5万から大戦直前の20万に増
〕３
て無力さを暴露して分裂した独立党は，1910年の
選挙で凋落し，それに対して自由党を再編した
「国民労働党」（aNemzetiMunkaPArt）が議席の
過半数をとることにより，結局1903年頃とかわり
ばえのしない政治状況が現出した(注24)。このよう
な状況の中で,民族主義的諸政党に見切りをつけ，
|日独立党左派や院外の急進的知識人(雑誌『二十世
紀』－aHuszadikSzdzad-に拠るヤーシーJaszi
OszkAr,1875～1957一等)が，社会民主党や労働組
合を糾合し普通選挙の実現をめざす動きが出てき
ていたのである(注25)。
(注20)。公私の事務員と自由業者は25～30万，中小
工業．商業経営者は40万を数えたが；このうち官
吏についてのみ数の上でもジェントリが大きな比
重を占めた。しかし,中小ブルジョア,ついで自由
業者の間にはユダヤ系が多く，彼らはジェントリ
をモデルとしてハンガリー人に同化しようとし
た。自営農民のうち，富農(35～200ホルド）は11～
12万家族，中農（10～35ホノレド）は45万家族を数え
たが,そのかなりの部分がまた騎士出身であった。
これら中間層は，反オーストリアのスローガンを
かかげる野党の熱心な支持者であったが，自国内
の民衆，とりわけ少数民族に対しては，逆に支配
階級の同盟者として振舞ったのである。
５．政党
最後に，政党の勢力関係を一べつしたい。デア
ーク派の提案にもとづく「妥協」に反対して野党
を形成していたティサ（TiszaMmAngr.－伯爵
-1830～1902）とその派も，やがて支配層の一員
として「妥協｣後の体制の安定維持に利益を認め，
両派は1875年に合併した(注21)。こうしてできた
「自由党」（aSzabadeMiPdrt）がその後30年にわ
たって政権を独占し，その前半はティサープロ
テスタントの千ホルド持ち－が宰相職を独占し
た。ティサ派にかわって84年に民族主義を標傍す
る野党を糾合した｢独立と48年党｣(aFiiggetlens6gi
6s'48-asPart)が主要な野党として中間層の人気を
集めた(注22)。その議席は，議会の２割にも達して
いなかったが，1905年には，自由党内閣の強引な
議会操作に対する選挙民の反発が，独立党を第１
党におしあげた(注23)。しかし独立覚らの連合政府
も，「妥協」の体制を変えることはできなかった。
君主が普通選挙制の導入をはかったことにより，
少数民族の台頭を恐れた彼らはオーストリアに対
する諸要求をおろしてしまったのである。こうし
（注１）以下，ＭHJT,pp423-424．
（注２）以下，Ibicf，ｐ４２６
（注３）1910年に人口の52％がローマ・カトリック，
他はギリシア正教14,カルバン派13,ギリシア・カトリ
ック10,擶音派７，ユダヤ教５％等であった。ＭＴ，
ｐ182． 
（注４）MAJT,ｐ､３６Ｌ
（iLl（５）1868年法律第30号により|ﾉl政の自由を認め
たが，軍鶚・財政・産業は共同管理とし，ハンガリー
は総督を派遣した。８２:c77zeZu67ZyeA，ｐｐ、134-138．
（注６）以下，MAJT,ｐｐ428,430．
（注７）ＭＴ,ppl3-20；ＭＴＩＶ,ｐｐユ6-22．
（注８）以下，ＭHJT,pp428-429．
（注９）以下，ＩｂＭ，pp429-430
（注10）以下，乃雌,pp439-443
（注11）以下，乃icZ，pp433-434
（注12）以下，必icJ.，pp431-432．
（注13）以下，Sze'７ｚｅ雌")'成,ppl80-183．
（注14）以下，MAJT,pp435-439．
（注15）以下，Csizmadia，Ａ,“Reformt6rekv6sek
amagyerk6zigazgatAsbanl944el6tt（1944年以前の
ハンガリーにおける行政改革の試み)"，戒Ａ，Z〃〃ds
lgaZgzzta3,ＸＸＩＩ（1972)，pp516-518． 
（注16）1846年に成年男子人口の９％を占めたとい
う。矢田「オーストリア＝ハンガリー……(3)」（『北大
法学』第26巻第１号）６３ページ。
（注17）以下，ＴＧＴＭｐｐｌ３６－１３８；ＭＴＺＶ，
pp367-368． 
（注18）以下，ＭＴＩＶ,pp370-372；矢田「オー
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ストリア＝ハンガリー……(3)」８０～83ページも参照。
（注19）以下，TGTMppl39-140；ＭＴⅣ，
pp､368-369．矢田｢オーストリア＝ハンガリー……(4)」
(『北大法学』第26巻第２号）も参照。
（注20）以下，TGTMppl41-146；ＭＴＩＶ，
pp370-377． 
（注21）ＭＴ,ｐｐ､94-97；ＭＴＩＶ,ｐｐ､166-168
（注22）ＭＴⅣ,pp226-230．
（注23）ＭＴ,ｐｐ､197-216；ＭＴＩＶ,pp899-416．
（注24）ＭＴ,pp241-245；ＭＴＩＶ,pp473-477．
（注25）ＭＴ,pp250-251；ＭＴＩＶ,pp481-484
第１表1890年代半ばの財政状態
1893年の歳出内訳け(単位；100万クラウン）1896年の歳入内訳け(％）
鉄道
直接税（
間接税（
タバコ
手数料・切手
・関税
郵便・電報
塩
その他
財務
商工業
農業
法務
文部
防衛
内務
省
省
省
省
省
省
省
2３．５ 
２１．５ 
１６．３ 
１０．７ 
158.4 
151.7 
２８．０ 
28.0 
１６．１ ７．５ 
３．６ 
３．１ 
１３．８ 
計382.2計 100.0 
(出所）Drage，Ｇ，Ａ"sZ7ia-H2`"gzz秒，London，
JohnMurray，1909,ｐ、425．
(注）（１）土地，取引，会社，家屋，株式，国債，
所得，鉄道，汽船輸送等に課税。
（２）砂糖，ビール，ブランデー，ワイン，石油，
肉等に課税。
Ⅲ公共政策
１．財政
ハンガリーの産業革命を準備した最大の政策
は，まず第１に1848年の農奴解放であったが，こ
れについては前述した。さらに反革命後のオース
トリアによる直接統治下に，封建的・家産制的統
治から集権的・依法的統治への一定の前進が行な
われたことも，資本主義の勃興を助けるものだっ
た。「妥協」によって成立したハンガリー政府は，
旧国家の借金を応分に受継ぎ，オーストリアとの
共通財政の負担もあり，また農奴解放に対する地
主補償の残された支払いにより（この三つで当時の
歳出の３分の１を占めた)，当初から厳しい財政難に
あえぐことになった(注')。そこで政府は，鉄道建
設促進，産業振興によって財政を建て直そうと試
みた。1868年は好収穫もあって経済が活気づいた
が，７３年にはじまった金融恐Ｉ院や収穫不良により
再び財政が悪化した。さらにポスニア・ヘルツェ
ゴピナ占領(1876年)に伴う軍事費の重圧がこれに
加わり，政府は国債を発行する一方で，税収拡大
につとめた。1873年に人頭税を７０～140％も引き
あげ,1875年には農地税を整備し,人頭税を賃所得
税に置き換えた。さらに特別付加税・家宅税等を
設定した。こうして1890年頃には，国税と若干の
地方税をあわせると，当時のヨーロッパの平均的
水準である，国民所得の約８分の１に達した。
1889年には財務管理の専門家ベケルレ（Wekerle
Sdndordr.,1848～1921)が財務大臣に就任し，よう
やく赤字が克服されることとなった(注2)。彼は18
92年にはこの時期唯一のブルジョア出身の首相と
なり，通貨改革，公務員の給与改善も実現した
（1895年の婚姻の世俗化，ユダヤ教公認の立法も彼の業
績である)。また1890年代後半には国鉄から収益が
あがるようになって国庫にかなりの貯えが生じた
（第１表参照)。
２．経済政策
政府の経済政策は，当祇は前述のように鉄道建
設を中心とした。まず穀物産地から開始し，やが
て鉱山地帯･地方工業都市にもその線路を及ぼし，
鉄道距離は1867年の２３００キロから1913年の２万
2100キロまで延長された。政府はまた，河川整備
(洪水防止.干拓）による土地改良にも努めた(注3)。
こうした社会資本の整備を土台として，1950年代
には1870年代と比較し小麦が２．５倍，ジャガイモ
3.7倍，トウモロコシ2.1倍にまで増産されたので
ある(注４)。
うう
1870年代末からはじまった穀物価格の下落と西
欧での保護主義の台頭に直面して，ハンガリーで
も1881年頃からそれまでの自由放任主義的経済政
策に対する修正が行なわれた(注5)。地主には補助
金が出され，対農産物共通関税も高められた。１８
９０年代になると，社会的ヘゲモニーをブルジョア
ジーに脅された大地主の｢農業主義者｣(agrdriusok）
による反自由主義・反資本主義の攻勢がいっそう
強まったが，指導的政治家や高級官僚の問ではブ
ルジョアジーと提携して利益を引きだそうとする
「重商主義者」（merkantilistAk）が有力で，工業育
成優先方針が維持された(注6)。こうして1881,18
90,1899そして1907年と工業育成のための立法が
行なわれていった(注7)｡1881年法律第44号は,最新
技術の設備によりハンガリーでこれまで生産され
ていない部門をめざす工場，そして食品・農機・
繊維など重点部門の工場に対して，創設にかかわ
る課税の免除，ならびに15年間の免税を認めた。
また1880年代後半からは国有鉄道の運賃割引きも
行なっている｡1890年法律第13号は,対象部門をひ
ろげて無利子の融資もはじめ，ついでそれは工場
建設投資の10～30％をまかなう補助金制度となっ
た。1899年の法律は補助金増額をもたらし，化学
・製鉄・機械部門も恩恵を受けるようになった。
1907年法律第３号になると，対象を国内需要を満
たさぬ，あるいは国益にかなう全部門として，免
税期間を15年から30年にのばすことも可能とし，
さらに国家自身が投資に参加できるようにした。
こうして国家の工業補助金は，1898年までに５５０
万，1899～1906年に900万，1907年～戦争までに
3800万コロナと急増した(注8)。経済関係諸省の支
出と国家投資が全歳出に占める比率は，1868年に
35％，1913年には49％となっている(注9)。またこ
の期間における全経済投資中，約20％が国家によ
３６ 
るものであった。
３．産業革命と国民生活
こうしてハンガリーでは1880年代に産業革命が
開始され，「妥協」時には数十にすぎなかった工
場が大戦前には5000を数えるにいたった。実質工
業生産額もこの間に６．７倍に増加した(注10)。とり
わけ製鉄・冶金，化学，繊維工業等の成長が著し
く，これまで圧倒的であった食品工業の比重はか
なり低下した（第２表参照)。
就業人口構成では，1870～1910年間に農業が８０
％から67％と減少し，工業・運輸・商業が12％か
ら23％と増加した(注11)。1860/70～1913年間の工
業生産成長率は４２％で，ハプスブルク君主国内
のパートナーであるオーストリアのそれ（3.9％）
よりも高かったのである。しかしこの過程で決定
的な役割を果たしたのは，政府よりはオーストリ
アと外国の金融資本の力であった。とりわけ重工
業に関しては国内外の銀行資本が決定的な役割を
果たし，その結果当初から生産手段の高度な集中
が見られた（第１次大戦前には約80のカルテルが存在
し，大きな影響力を及ぼした)(注'2)。こうした点から
工業発展における政府の役割は銀行融資を得やす
くさせるなどの間接的なものにとどまったといえ
るが，それはそれなりに重要であったし，共通関
税によってオーストリアとの競争にさらされた若
干の部門の発達を助ける効果もあった。さらに，
大戦勃発前後には，政府が生産。分配・価格形成
第２表1913年の工場部門構成（生産額）
部門｜％｜部門｜％||部門'’６１|部門｜％
霧い雪|露上繼|艫寵
（出所）BerendTL-SzuhayM.，Ａｔ６肋gYzzd‐
αS`ｆｇｒヴァだれeteMZgya7-oγszagD〃Ｚ848三Z9必，
Budapest，Kossuth，1973,ｐｌｌ５． 
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第３表1895年の農地(1)所有状況
蕾wI1iFhjLL-rllLliLl謝
灘Ll篭l鐸|掌中蕊謝ﾎＷ'#'零|蒙天彌応ＴＴ三Ji弓三TI5T1了
ハンガリー産業革命の政治的条件
内容は異なるから，士地の大きさと所有者の暮し
むきは単純に対応しない。貧農として，自給自足
可能な小農と半プロレタリア化した零細土地経営
者を区別すると，前者は全農業経営者の約30％，
後者は約40％を占め，その所有地はそれぞれ全農
地のわずか５分の１，および約６％だったとされ
る(注'7)。
さらに，この表にはあらわれないが，貧農より
はるかに数多い農業プロレタリアが存在した。彼
らは，大量の移民(注18)と工業労働者への転化にも
かかわらず，今世紀はじめに200万あまりを数え，
全農業労働力の40％を占めた(注19)。この層も，農
園に直属する労働者と日雇いの移動労働者とに分
けることができ，４分の１強にあたる前者は封建
的束縛を受けたが生活は安定しており，４分の３
を占める後者はより自由であったが生活不安定で
しばしば飢えに苦しんだ。1897年，1905年等に各
地の農業プロレタリアは刈入れストライキをうっ
たが，政府の地主援護もあって大幅賃上げは獲得
できなかった。
都市の工業労働者は，大小企業あわせてｕ900
年頃に約70万一全就労者の１割一を数えたに
すぎない(注20)｡その大部分は,かつての手工業労働
者ではなく,農業プロレタリアの出身であった｡し
たがって技能労働者が不足し，幾分かはオースト
リアから移入してきたドイツ人・チェコ人によっ
てうめられた。繊維工業が未発達であったから，
西欧に比べて婦人および少年労働者の比率は低か
った。平均的労働者家庭の生活はエンゲル係数が
60に達する貧しさであったが，農業プロレタリア
の生活はいっそう貧しかったから，資本家は低廉
な労働力をいくらでも農村から引きだすことがで
きたのである。しかし1870年代以来の労働運動
は，1890年の社会民主党創立，1899年の全国労働
二一一
ＡＺ 
Ｚ８４８－ 
Ｉ 
(出所）B
gzzzdzszf 
Budapes 
(注）（１）＃
（出Ｂｉ｢）BerendT・I-SzuhayM.，Ａ ６彫s
gzzzdzszfg坊γだ"eZeMzgｺﾉα7℃活ｚａｇＤ〃Z848-Z944，Budapest，Kossuth，1973,ｐ７Ｌ 
（注）(1)純粋の森林・牧草地を除く。
・労働力確保に対していっそう直接的な介入を行
ない，独占資本との結合を強めて国家資本主義化
するのである(注'3)。
こうした農・工業の発展によって，物的総生産
は1867～1913年間に３倍増し，1913年のそれに対
しては農業の56％に対して工業が30％貢献するに
いたった(注14)。（国民所得については，1867/70年から
1913年の間に4.5倍増とする計算がある｡）(注15）この過
程で都市が発達し，1870年には人口２万以上の都
市は33，その住民合計は全人口の７％にすぎなか
ったのが，1910年にはそれぞれ62,17％に増大し
た(注16)。その反面，農村では，穀物価格の下落，
寡占による工業製品価格の上昇，大衆課税強化等
の影響で富農・中農の没落が進行し，土地分配の
不公平さがきわだってきた（第３表参照)。
表が示すように，全農地の３分の１がごく少数
の大地主に集中している一方，全農業経営者の半
数以上が５ホルド（約２９ヘクタール)以下の零細所
有者であった。もっとも，土地の質によって経営
3フ
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初等教育の，1882年には中等教育のすべての学校
に（国立と公立・教会立をとわず)ハンガリー語教育
が強制され，1907年には国の補助と引き換えに少
数民族の学校におけるハンガリー語教育を強化し
た。こうして第一次大戦前(1912/13年)には，ハン
ガリー語学校が全小学校の８割を占めるにいたっ
た(注25)。行政機構からも少数民族は徐々に排除さ
れ，1900年には，行政・司法職員中非ハンガリー
人はわずか9.5％となっていた(しかし「ハン|ガリー
人」の中には，同化した少数民族が多数含まれていた）
(注26)。しかしドイツ人．ユダヤ人を除けば，少数
民族の大多数は教育程度が低く，その同化は容易
には進まなかった。彼らの問にも中間層が成立し
てきて，民族主義運動が強まるきざしをみせるの
は，ようやく今世紀に入ってからのことであった
(注27）
。
５．教育政策
一国の工業化のためには，国民の教育水準の向
上が不可欠であることは周知の事実である。この
時期のハンガリーにおいては，教育政策は前述の
ように少数民族政策と結びついていたが，結果と
しては国民の教育水準を目覚ましく向上させた。
国立小学校建設等の努力により，1867年には１万
3000の小学校のすべてが教会立で，そのほとんど
すべてがただ１人の教師をしかもたのかつたの
に，1913/14年には１万7000校に増加し（うち5000
が国．公営)，教師も各校平均２人となった(注28)。
1907年には義務教育を無料とし，1870年に６歳以
上人口中読み書きできない者が68％に及んだの
に，この率は1913年には33％に減少した。同時に
高校の数は180から264に増加し，生徒数は３万
5000から８万6000となったが，この他に数百の教
員養成，高等小学,工業・商業専門学校があった。
大学は１校から３校に（工業経済大学を含む）増加
組合大会の開催を実現し，今世紀はじめには労働
者のおよそ10％を組織していた(注21)。この過程で
技能労働者を中心にいくらかの賃上げ・労働条件
改善(傷病保険や日曜不労など）が獲得された(注22)。
４少数民族政策
これら農民・労働者の半分は，前述のように少
数民族であったから，社会的安定のためには少数
民族政策も重要であった。「妥協」の指導者達は，
ハンガリー人が人口の半数にも達しなかったにも
かかわらず自民族中心の統一国家をつくりあげよ
うとして，少数民族に一定の譲歩を行なった。ま
ずクロアチア人に自治を認め，ついで少数民族令
（1868年法律第44号）において他の全民族の同権を
宣言した。すなわち，
「ハンガリーの全市民は，憲法の基本原則に
より，また政治的にみて一つの国民を－分か
ち難く統一されたハンガリー国民を－構成
し，そのすべての市民は，いかなる民族に属そ
うと，平等のメンバーである……」（注23）
として少数民族に一定の文化的権利，自治体・共
同体・教会での民族語使用の権利を認めている。
国語はハンガリー語とされたが，法律は各民族語
に，自治体の議事録は自治委員会・市評議会のメ
ンバーの５分の１以上を占める全民族の言語に，
それぞれ翻訳されねばならなかった。裁判所でも
民族語で申したてることができたし，民族自身で
学校を建てることも許された。
しかし，この自由主義的な法令は，現実には政
府自身によって侵されていった。最初に，教育の
普及を通じての少数民族のハンガリー化が試みら
れた。1868年の小学校令(第38号)は６年制義務教
育を宣言し，以後国立小学校の建設が開始された
が，それが結局少数民族地域にハンガリー化教育
をもたらすようになるのである(注24)。1879年には
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1Ｖ，pp360-362． 
（注19）以下，ＴＧＴＭｐｐｌ４８－１４９；矢田「オー
ストリア＝ハンガリー……(5)」（『北大法学』第26巻第
３号）438～439ページも参照。
（注20）以下，ＴＧＴＭｐｐｌ５１－１５７；矢田「オー
ストリア＝ハンガリー……(5)｣439～440ページも参照。
（注21）ＭＴＩＶ,ｐ393．
（注22）ルｉｄ，ｐ､282；ＳｚｅｍｅＭ'2y醜,pp212-215．
（注23）SzemeZu6"y酸,ｐｐ､142-145
（注24）以下，ＭＴ,ｐｐｌ２１，220；ＭＴＩＶ,pp
225-256,430；Ｓｚｅ７?ZeZU6刀y醜，ｐｐ、195-196．
（注25）ＭＴＩＶ,ｐ363．
（注26）ＩｂＭ,ｐ255．
（注27）ＭＴＩＶ,pp351-353；矢田「オーストリ
ア＝ハンガリー……(5)」466～487ページも参照。
（注28）以下，ＭＴＩＶ,ｐｐ､362-365．
（注29）この間の対教育総支出は,大学関係を除き，
約25億コロナに達した。ＴＧＴＭｐ４４．
（注30）ＭＴＩＶ,ｐ､３６２．
し，他に数十の法律学校・神学校が存在した。こ
うした進歩は，主として公教育への政府支出の伸
び-1870年の200万コロナから1913年の１億
1800万コロナへ，約59倍（物価上昇分を差引くと，
およそ40倍)－がもたらしたものである(注29)。な
お，この期間に医者の数は３倍増し，1913年に人
口10万につき31人の水準に達した(注30)。
（注１）以下，ＭＴＩＶ,ppl82-184
（注２）必ｉｄ,pp235-236．
（注３）ＭＴⅣ,ppl80-182
（注４）ＴＧＴＭｐ８６．
（注５）以下，乃地，ｐｐ､75-76
（注６）ＭＴ,ppl50-151；ＭＴＩＶ,ｐｐ､316-318．
（注７）以下,ＴＧＴＭｐｐ９４－９６；Ｓｚａ"ＣＭ"y醜，
ｐｐ、157-163,206-211．
（注８）ＭｒＩＶ,ｐ､339．
（注９）以下，Katus,ＯＰｃｉｔ.，ｐ,１２０
（注10）乃凪，ＰｌＯ８
（注11）以下，ｚｂＭ,pplll-113・農業人口比は，
第一次大戦後にハンガリー領として残る地域のみにつ
いてみれば,1910年に57％であった。ＴＧＴＭｐ３２２．
（注12）TGTMpPl23-127．
（注13）乃私，ppl30-133．
（注14）Katus,ＯＰ・ciZ.，ｐｐ､108-109．
（注15）ＴＧＴＭｐｌｌ８カトウシュの数字に比べ
ると過大評価にみえる。著者の一人ラーンキ自身，一
般にカトゥシュの数字がもっとも信頼できるとしてい
る。RAnkiGy.,“AMonarchiagazdasAgifejl6d6s6‐
nekk6rd6sei（君主国の経済発展の諸問題),，'ＶｉＺ`f9℃＿
ｍｇＸＶ（1974),pp336-337． 
（注16）ＴＧＴＭｐｌ３ａ
（注17）乃地,ppl46-147．
（注18）ハンガリーから西欧，合衆国への大量移民
は1880年前後から始まり，世紀末から急増して第一次
大戦まで続いた。1899～1911年についてみると，帰国
者を差引いて160～170万人が移住しており，その７割
近くが農村出身者だった。なお，そのうちハンガリー
人は５０万ほどにすぎない（他は少数民族)。PuskAs，
J，“EmigrationfromHungarytotheUnitedStates 
beforel914，,，inErzJcfesノbisZoγi9zJBsハo"gγｏｆ密，
Budapest，Akad6miai，1975,ｐｐ６９，８１－９３；ＭＴ 
結論
本稿では，ロストウの近代化論の欠陥を補うも
のと想定された枠組をもって19世紀後半，あるい
は二重国家時代のハンガリーの社会発展を分析し
ようと試みた。しかし同一の枠組によって他の国
をも研究し,比較してみることは,紙数の制限もあ
りここでは不可能である。そこで，さしあたりロ
ストウによる８カ国の事例分析に依拠してハンガ
リーの特徴を評価しつつ，彼の枠をはみでる論点
について筆者の印象をつけ加えて，本稿の結びと
したい。
「離陸の先行条件期」についてのロストウの結
論の第１点，国外勢力への対抗が近代化の推進力
であるということは，ハンガリーの場合にもあて
はまる。ハンガリー人にとっては16世紀以来国家
的独立の回復が第１の民族的熱望であったし，１８
４８年の革命も民族的団結のための近代化努力だっ
たといえよう。1867年の「妥協」以後オーストリ
39 
'()，それは決して本来の重商主義としてではな
く，一般的には自由主義に包括されるものであ
る」（注')という命題が，ハンガリーにも妥当する
ようである。
中国，トルコ，メキシコ等においては，「離陸
の先行条件期」が第１次大戦や世界恐慌にぷつか
っているのであるが，それでもなおかつその経済
政策が基本的に自由主義的であったのかどうか。
また，社会主義の時代に入っている現代世界で，
なお「先行条件期」にあるとみられる国々の場合
には，ガーシェンクロン説のロシア型とも異なる
新しい型が登場しているようにみえるが,どうか。
これらの問題点は本稿で提示した枠組による類型
化のためには今後の重要な課題となるであろう。
ロストウの第４点，工業化推進集団は，ハンガ
リーにおいては貴族・旧騎士階級出身の自由主義
的政治家と高級官僚，そしてユダヤ人を中心とす
る金融ブルジョアジーであった。しかし，金融ブ
ルジョアジーは伝統的支配層を排除しようとする
どころか,むしろそれとの同化を望んだのであり，
直接政治・行政に携ったのは「近代化過程によっ
て形成された新しい人々」とはいいがたい貴族や
１日騎士だった。この点は，日本やロシアなど遅れ
て工業化を開始した所で，外からの圧力が保守体
制を崩壊させるほど強くなかった場合普通にみら
れることではなかろうか。ロストウが見逃してい
る事実の一例であろう。
最後に，筆者の重視する行政改革について一言
したい。ハンガリーにおいては，1850年代以来法
的制度への前進，行政機構の整備がみられた。そ
れによる政策の「計算可能性」の向上は，たしか
に企業家の活動を助けたであろう。しかし法的制
度の確立だけであって民主主義の成立とするとす
ることはできない。法が民主的に定められるか否
アとの共通関税の枠内で国民経済の発展をめざし
たのも，オーストリアに対する立場の改善が大目
標であった。ただハンガリーはオーストリアに対
抗して軍事力を増強することができなかったし，
オーストリア・ハンガリー帝国全体としても,英
仏独露日のごとく植民地争奪戦に参加することは
なかった。しいていえば，国内の広大な少数民族
地域がすなわち植民地だったのであるが，このよ
うに国内に多くの異民族を抱えていたことが，政
治的近代化を妨げた－あるいはその口実となっ
た。
第２点の，外からの圧力の強度と保守的体制の
変革速度ということでは，ハンガリーは全期間を
通じていえばその強度が弱く，変革が漸進的だっ
た部類であろう。しかし1849年の独立戦争は，オ
ーストリアの反革命的攻撃の圧力のもとで国内保
守体制が一度は崩壊をみた例であった。1790年代
初頭のフランスが同様の例をなすであろう。
第３点の，技術的条件としてあげられる商業お
よび輸送施設の拡大，近代的な銀行制度，教育，
官僚制度の発達，土地制度改革への前進は，ハン
ガリーにおいても1848年頃に始まり，「妥協」後
加速されている。ここでガーシェンクロンの３類
型との関係を考えるならば，ハンガリーはドイツ
型（銀行主導型）とロシア型(国家主導型）との中間
例であるといえよう（日本もそうみなしうる)。すな
わち産業革命の準備においては国家の役割が大き
かったが，「離陸」の頃には銀行の役割がすでに
大きくなっていたのであり，この点オーストリア
の資本を利用しやすかったという条件が強くはた
らいていた。また19世紀後半は，世界史が自由主
義の時代に入り，帝国主義時代に移行していった
時期であり，宇野説のいう「後進国の原始的蓄積
は，たとえ保護関税等によって助勢されるにして
２１； 
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ハンガリー産業革命の政治的条件
おいて採用したが，これらはその例であった。し
かし，ハンガリー革命は外国の干渉によって圧殺
されたし，孤立したロシアではソビエトは急速に
共産党の道具と化してしまった。ハンガリーの産
業革命が，外国資本に依拠したために食品工業中
心という長期的には不利な形態をとったように，
外国生まれの思想に依拠した政治制度も，えてし
て導入者の意図とは違った形態においてしか根づ
きえないようである－たとえそれが根づいたと
される場合においてさえ－．とまれ，民主主義
の条件を考えることは，本稿の課題をこえるもの
である。
かで，行政機構は支配の道具にもなれば社会的サ
ービスの機関ともなる。その意味で議会の機能，
選挙権の範囲，政党の発達等についてみると，ハ
ンガリーにおける立法の民主化は，やはりドイツ
とロシアの中間，日本に近い程度だったといえそ
うである。ロストウは「政治体系内における民主
的慣行および民主的目標へのコミットメントの度
合いについては，各事例はまことに多岐にわた
る」と述べているが，現実には産業革命が早く起
こった国ほど民主主義への前進も早いという関係
があるようだ。もちろん後進国は，産業革命と同
じく民主主義をも，「先行条件」を欠きながらも
それを乗りこえる方法を発見し，その実現にこぎ
つけるかもしれない。1917年のロシア革命におけ
るソビエト制を，ハンガリーでも1919年の革命に
（注ｌ）宇野弘蔵『経済政策論改訂版』弘文鴬
1971年135ﾍﾟｰｼﾞ｡
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